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量の集計値（2000 年値を 100 とする指数値）の
時系列変化を示しているが，2000 年前後から












































ンは 1961～2002 年を含み，新バージョンは 2002 年以降のデータを含んでいる。資料に含まれる変数の定義が
若干変更されているため，その接続には注意を要する。本稿では，新旧の両データベースに含まれる 2002 年
値を基準に指数化し，新旧 2 つの時系列データを接続した。さらに，切りの良い年次を基準値とするため
2000 年値を 100 とした指数に変換している。使用した変数は，旧データベースでは NitrogenousFertilizers
に関する ImportQuantity（tonnes），新データベースでは NitrogenFertilizers（Ntotalnutrients）に関する
ImportQuantityinnutrients（tonnesofnutrients）である。なお新旧データベースの 2002 年値は，それぞれ



















































































































































































































































肥料取締法は，1899 年 4 月 5 日に公布され，












法施行が 2 年 8 カ月遅れた理由であった。化学
肥料の普及を念頭に成分取締規定を盛り込んだ
農商務省には，先見の明があった。


































































りおおむね年 50 日から 150 日ほど臨検のため


















































で 1902 年 5 万 3084 人，1903 年 5 万 9114 人，
1904 年 6 万 2918 人，1905 年 6 万 5939 人，
1906 年 7 万 4114 人であった［農商務省農産課
1909,27］。しかし，日露戦後の肥料大不況で，






例えば，肥料商は，1926 年の 4 万 6127 人から
1940 年には 3 万 8661 人へと約 2 割減少してい
る［農林省資材部 1942,25］。
次に，肥料取締法規の違反者数をみておきた
い。これについての全国数値は，1902 年 191 人，
1903 年 359 人，1904 年 377 人，1905 年 368 人，
1906 年 461 人［農商務省農産課 1909,28］があ
るのみで，これ以外の全国データは見出しえな
い。肥料営業者に対する違反者割合は，順に，







31 年）では，ともに 1 パーセント未満から多い
年でも 2 パーセントであった［佐賀県 1917,27;
茨城県 1933,36-38］。同時期の大阪府ではおおむ




























は，明治末（1910 年）の 4 パーセントから昭和


































1910 58,855 2,382 4.0 529 22.2
1911 62,652 3,300 5.3 636 19.3
1912 65,734 4,703 7.2 1,033 22.0
1913 69,342 6,944 10.0 1,424 20.5
1914 70,530 7,557 10.7 2,015 26.7
1925 70,882 17,810 25.1 3,259 18.3
1933 66,185 22,543 34.1 3,493 15.5
1934 65,840 22,621 34.4 3,380 14.9












初期（1914 年）まではおおむね 20 パーセント
台であった。その後，1920～30 年代になると
低下していき，10 パーセント台となっている
（表 1）。大阪府でも，1910 年代は 20～30 パー
セント台であったが，1920 年代以降は一部を
除き，10 パーセント台に落ち着いてきている











農商務省農事試験場（本場と 6 支場）は 1893
































































件数は，1894 年から 1900 年の 7 年間に 1230
件である［農商務省農事試験場 1900a,94］（注14）。
1911 年以降では年当り 1500～2500 件になる
（表 2）。第 1 次大戦期には 2000 件台と多くな
るが，第 1 次大戦中は好景気で肥料取引量が増
えたため，依頼分析件数が多くなる傾向にあっ
た。1922 年以降は 1000～1300 件前後へと減少
している。これは，1922 年に分析手数料が大
幅（3.5 倍）に値上げされたためである［農商務



















































期間全体を平均すると 1 府県 1 年間に 78.7 件
となる。これを前提とすると，47 道府県では














































　 1903～06 1909～13 1916～20 1921～25 1926～30 1931～35 合計 割合（％）
郡町村役場 　 12 　 12 0
農会 132 163 311 481 828 594 2,509 47
農家 4 5 4 6 　 19 0
商人・営業者 229 321 578 607 363 241 2,339 44
産業組合等 3 23 31 56 171 196 480 9































































































































































































の割合は，1902 年 2.2 パーセント，1903 年 3.2
パーセント，1904 年 4.3 パーセントであった
［香川県第三部 1906,13-14］。他の府県も同程度
であったと思われる（注21）。
表 4 が 1920 年代以降の肥料共同購入の状況
を示している。肥料共同購入割合は 1922～24
年で 25 パーセントであったのが，その後急上
昇し，1927 年 33 パーセント，1932 年 38 パー

































農会 産業組合 その他の団体 合計（B）
1922-24 平均 266,121 6,044 37,541 23,485 67,070
1927 298,130 10,016 54,525 33,438 97,979
1930 235,540 8,521 49,610 26,346 84,477
1931 181,180 6,033 38,736 21,669 66,438
1932 193,510 5,206 43,816 23,572 72,594
1933 218,680 5,888 50,491 24,652 81,031
1934 229,000 6,197 63,405 25,267 94,869
1935 266,210 4,865 97,435 26,975 129,275
1936 301,690 6,368 113,003 28,397 147,768
1937 348,850 5,089 140,860 30,745 176,694
1938 450,430 5,170 177,749 44,109 227,028
1939 656,330 15,836 252,774 79,281 347,891














1922-24 平均 25 9 56 35 100
1927 33 10 56 34 100
1930 36 10 59 31 100
1931 37 9 58 33 100
1932 38 7 60 32 100
1933 37 7 62 30 100
1934 41 7 67 27 100
1935 49 4 75 21 100
1936 49 4 76 19 100
1937 51 3 80 17 100
1938 50 2 78 19 100
1939 53 5 73 23 100















































































































とづく願・届の諸書式は 73 種あり［田中 1931,
43-54］，肥料生産に使う原料は勿論のこと，
シャベルにいたるまで逐一許可が必要であった




































































































































































































































































































る使用量は 2013 年において 1 ヘクタール当り
11.7 キログラムで対象 5 カ国のうちセネガルの

































策で減員され，1926 年には 90 人となった［『朝
日新聞』1926］。昭和に入りやや増員され，1940














（注13）　分析手数料は，1 成分で 50 銭，追加
1 成分当り 25 銭，窒素・燐酸・カリの 3 要素分
析で 1 円。高橋［2010a,105-106,115］は「極く
安い」手数料と評価しているが，当時（1900 年）












で 8660 部（1900 年）であった［武田 1960,24］。
他の農業雑誌の発行部数は，はるかに少なかった。
（注17）　例えば，1904 年 1～12 月において，
全国で免許を受けた肥料販売業者は 3986 人，廃
業した業者は 2162 人であった（肥料販売業者数




























額に対する割合は，1927 年段階では 3.5 パーセ
ントと高いものではなかったが［農林省農務局
1930,42-43］，その後，政府補助金の後押しで急












































業」1 月 16 日．
―1912．「肥料検査官会議」6 月 25 日．













































































































―1900b．『農事試験成蹟第 16 報第 2 巻畿内
支場ノ部』農商務省農事試験場．
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Problems Associated with Low-Quality Agricultural 
Inputs: Lessons from Japanese History for 
Contemporary Africa
Tomoya Matsumoto and Yoshihiro Sakane
Increased consumption of low-quality agricultural inputs such as chemical fertilizers and 
high-yielding varieties has become a serious problem in a number of African countries. Rampant 
counterfeits and low-quality inputs discourage farmers from adopting modern agricultural inputs, 
partly accounting for their slow dissemination in Africa. This is a crucial policy issue for 
governments in developing countries that aim to solve food insecurity by enhancing agricultural 
productivity through promotion of modern agricultural technologies. This study reviewed previous 
studies on concurrent low-quality agricultural inputs sold at actual markets in Africa as well as the 
public and private sectors’ attempts to eradicate them. Drawing on the experiences of a country 
that has largely overcome similar issues in the past, historical lessons from Japan were examined. 
In Japan, the issue of low-quality inputs became a serious problem from the middle of the Meiji 
era (1880s), with increasing demand for purchased fertilizers. The problem was addressed in three 
ways: i) via public interventions, imposing legal controls and establishing an inspection system 
for input quality; ii) supplier management such as branding of commodities and organizing direct 
sales networks; iii) buyer management such as collective procurement through farmers’ 
associations. As a result, a significant effect was observed by the early Showa era (1930s). We also 
discuss whether these attempts can be applicable to cases in contemporary Africa, taking into 
account newly available technologies, particularly information and communications technology.
